予算要求資料
平成２７年度当初予算　支出科目　款：総務費　項：企画開発費　目：県民生活行政費
	事業名　消費生活情報提供事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　環境生活部　県民生活相談センター　企画係　電話番号：058-272-8204
　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail： c11266@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　260千円（前年度予算額：260千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	繰入金
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	260
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	260

	要求額
	260
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	260

	決定額
	260
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	260


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　・県民のくらしに直結する消費者トラブルを未然に防止し、自立した「賢い
消費者」を育成するためには、消費者各層への様々な手段による情報提供が不可欠である。

　・以前は、情報誌「くらしのナビぎふ」を作成していたが、平成２０年度を
　　もって廃止し、現在はホームページ「消費者の窓」による各種情報提供を

　　実施している。　　

・消費者トラブルは年々高齢化しており、ホームページだけでなく高齢者の

　目に留まりやすい紙媒体による情報提供を行う必要がある。
（２）事業内容

　　・消費者の権利を守り、また、自立を支援することを目的として紙媒体による広報啓発活動を実施する。
　　　啓発資料の作成：県民生活相談センターの紹介チラシ
　　　　　　　　　　　クーリングオフについて
　　　配布先　：市町村、大学、出前講座における資料としても活用
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	印刷製本費
	　　200
	啓発チラシ印刷

	役務費
	　　60　
	発送料

	合計
	　 260　
	


	　決定額の考え方　



４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ

　　〔岐阜県消費者施策推進指針〕

・県の総合的な消費者施策の方向性を示すもの。（岐阜県消費生活条例に基づいて策定）
〔岐阜県長期構想〕

Ⅰ　安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり

　５　安心してモノや食品を買い、消費できる地域をつくる

（２）後年度の財政負担
　　・事業の継続等について必要な検討を実施する。
（３）事業主体及びその妥当性
　　・消費者被害の未然防止を図り、安心してくらせる地域をつくることが重要
である。
事　　業　　評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	　消費者の権利を守るため、消費者被害の未然防止・拡大防止に向けた、タイムリーな情報を提供する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値

	目　標
	達成率

	
	
	
	
	
	
	


○指標を設定することができない場合の理由
	広報・啓発紙等を作成し配布する事業であるため、指標を設定することができない。


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
　　消費者トラブルの未然防止を図るため、市町村の消費生活相談窓口や出前講座等で啓発資料を配布した。




（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　　出前講座等により自治会、高齢者、学校等へ啓発資料を配布・説明することにより、消費者トラブルの未然防止が図られた。



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	　消費者を取り巻く環境は急速に変化し、商品やサービスの多様化などに伴い、消費者トラブルも複雑化してきており、消費者トラブルを未然防止する啓発事業の必要性は高い。


	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

　 ○

	　県の消費生活相談窓口における消費生活相談件数は、平成16年度の18,392件をピークに年々減少しており、パンフレットや冊子等を活用した広報啓発活動は有効であると考えられる。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	　県民の目につく場所に、センター（相談窓口）を紹介するチラシや「クーリングオフ」等身近な消費者問題に関する広報・啓発紙等を作成・配付することにより、事業の効率性を高めている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　高齢化が進んでいる消費者トラブルに対応するための最新の情報をタイムリーに伝える必要がある。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　今後も、高齢者等の弱者を狙った消費者トラブルが絶えないと思われることから、最新の情報を掲載した啓発資料の作成に力を入れる必要がある。　



